
 
 

新型コロナウイルス感染症対策 

和歌山県 離職者の早期再就職支援のための研修補助金交付要綱 

 

第１ 趣旨 

知事は、新型コロナウイルスの感染拡大の影響下で離職を余儀なくされた失業者の早期の再就

職及び職場への定着を支援するため、県内の事業所において当該失業者を正規雇用労働者として

雇用し（非正規雇用労働者等として新たに雇い入れた後、当該雇入れの日から起算して３か月以

内に正規雇用労働者に転換する措置を講じる場合を含む。）、その職業スキルの習得と人材育成を

図るための研修を実施する事業主に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付

に関しては、和歌山県補助金等交付規則（昭和 62年和歌山県規則第 28 号。以下「規則」という。）

及びこの要綱に定めるところによる。 

 

第２ 定義 

１ この要綱において「事業主」とは、事業の経営の主体である個人又は法人若しくは法人格

のない団体をいう。 

２ この要綱において「離職」とは、次に掲げるいずれかの事由により職業に就いてない状態

となることをいう。 

(1) 事業主との雇用、請負又は委任の関係が終了すること。 

(2) 自ら営む事業を廃止すること。 

(3) 法人等の団体の代表者、役員又はこれらに準ずる者でなくなること。 

３ この要綱において「失業」とは、離職後、労働の意思及び能力を有するにもかかわらず、

職業に就くことができない状態にあることをいう。 

４ この要綱において「職業紹介機関等」とは、次に掲げる職業紹介の事業を行う機関又は事

業者をいう。 

(1) 公共職業安定所 

(2) 地方運輸局（運輸監理部並びに厚生労働大臣が国土交通大臣に協議して指定する運輸支

局及び地方運輸局、運輸監理部又は運輸支局の事務所を含む。） 

(3) 職業安定法（昭和 22 年法律第 141 号）第４条第８項に規定する特定地方公共団体及び

同条第９項に規定する職業紹介事業者 

(4) 船員職業安定法（昭和 23 年法律第 130 号）第６条第４項に規定する無料船員職業紹介

事業者 

５ この要綱において「正規雇用労働者」とは、期間の定めのない労働契約を締結する労働者

であって、賃金の算定方法及び支給形態、賞与、退職金、休日、定期的な昇給や昇格の有無

等の労働条件について同一の事業主に雇用される通常の労働者に適用される長期雇用を前提

とした待遇を受けている者をいい、次のいずれか又は双方に該当する者を含む。 

(1) 同一の事業主に雇用される通常の労働者と比べ勤務地又は職務が限定されている者 

(2) 所定労働時間が同一の事業主に雇用される通常の労働者の所定労働時間に比べ短い者であ

って、時間当たりの基本給、賞与、退職金等の労働条件が、同一の事業主に雇用される通

常の労働者と比較して同等である者 

６ この要綱において「非正規雇用労働者等」とは、５で定める正規雇用労働者以外の労働者

をいう。 

７ この要綱において「ＯＪＴ」とは、適格な指導者の指導の下、事業主が行う業務の遂行の

過程内における実務を通じた実践的な技能及びこれに関する知識の習得に係る研修をいう。 

８ この要綱において「ＯＦＦ－ＪＴ」とは、生産ライン又は就労の場における通常の生産活

動と区別して業務の遂行の過程外で行われる研修をいう。 

 



 
 

第３ 交付対象事業主 

助成金の交付の対象となる事業主（以下「交付対象事業主」という。）は、次のいずれにも該当

する事業主とする。 

(1) 和歌山県の区域内（以下「県内」という。）に事業所を有する事業主であること。 

(2) 新型コロナウイルスの感染拡大に伴う雇用状況の悪化を踏まえ和歌山県が実施する離職者

の再就職支援事業（以下「本事業」という。）の趣旨に賛同し、別記第１号様式を提出するこ

とにより本事業への参画事業主としての登録を行った事業主であること。 

(3) 次に掲げるいずれかの方法によって、第４に規定する求職者（以下「対象労働者」という。）

を県内の事業所において正規雇用労働者又は非正規雇用労働者として新たに雇い入れた事業

主（対象労働者を非正規雇用労働者として雇い入れた事業主にあっては、当該雇入れの日から

起算して３か月以内に当該対象労働者を正規雇用労働者に転換する措置を講じたものに限る。）

であること。 

ア 職業安定法第４条第１項に規定する職業紹介（本事業に係るものであることを明示して職

業紹介機関等に求人の申込みを行い、当該職業紹介機関等から本事業に係る求職者の紹介を

受けた場合に限る。） 

イ 同条第５項に規定する労働者の募集（本事業に係るものであることを明示して募集を行い、

当該募集に対する応募があった場合に限る。） 

(4) 対象労働者について、雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による厚生労働

大臣への届出を行い、かつ、同法第９条第１項の規定による厚生労働大臣の確認を受けた事業

主であること。 

(5) (3)による雇入れの日（以下「雇入れ日」という。）以後に対象労働者が従事した労働につ

いて、労働基準法（昭和 22 年法律第 49号）その他の関係法令（以下「労働関係法令」という。）

に従い、賃金（賃金、給料、手当、賞与その他名称の如何を問わず、労働の対償として使用者

が労働者に支払うすべてのものをいう。）を適正に支払っている事業主であること。 

(6) 雇入れ日からその２か月後の日までの期間（以下「研修対象期間」という。）内に、対象労

働者の職業スキルの習得と人材育成を図るため、次のいずれにも該当する研修（以下「対象研

修」という。）を実施した事業主であること。 

ア ＯＪＴ及びＯＦＦ－ＪＴの組合せによるものであって、その延べ実施時間数（各研修実施

日ごとに、30分未満の端数が生じる場合はその端数を０時間とし、30 分以上 60分未満の端

数が生じる場合はその端数を 0.5 時間として算定した研修実施時間数を、全ての研修実施日

につき合算して得た時間数をいう。以下同じ。）が 160 時間以上にわたるもの 

イ 指導担当者（対象研修を実施する事業主から対象労働者への日常業務の遂行に係る指導等

を担当すべき者として選任された者をいう。以下同じ。）による適切な指導の下で行われるも

の 

(7) 対象労働者について、労働基準法第 109 条に規定する書類及び(6)の研修の実施状況を明ら

かにする書類を調製し、及び保存している事業主であること。 

(8) 規則第４条の規定による助成金の交付の申請の日（以下「申請日」という。）において、対

象労働者を正規雇用労働者として現に雇用している事業主であること。 

 

第４ 対象労働者 

第３(3)の規定による雇入れの対象となる者は、次のいずれにも該当する求職者とする。 

(1) 令和２年１月 24 日以後の日に離職した者であって、次のいずれかに該当する者であること。 

  ア 令和４年３月 18日から令和４年 12月１日までに、正規雇用労働者として雇入れされた者 

  イ 令和４年３月 18 日から令和４年 11 月１日までに、非正規雇用労働者として雇入れされ、

雇入れの日から起算して３か月以内に正規雇用労働者に転換された者 

 



 
 

(2) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア 職業紹介機関等から本事業に係る求人事業主の紹介を受けた者であって、当該紹介の日

（以下「紹介日」という。）において失業状態にあった者 

イ 本事業に係る労働者の募集に対し、当該募集に対する応募であることを明示して応募をし

た者であって、当該応募の日（以下「応募日」という。）において失業状態にあった者 

(3) 次のいずれかに該当する者であること。 

ア (1)に規定する離職の日（以下「離職日」という。）及び雇入れ日において県内に住所を有

する者 

イ 令和２年１月24日より前の日に県内に住所を有していた者であって、県外に転居した後、同

日以後の日に離職し、当該離職日から雇入れ日までの間のいずれかの日に再び県内に住所を

有することとなった者 

(4) 紹介日又は応募日前に、第３(3)に規定する雇入れに係る事業主（以下「雇入れ事業主」と

いう。）から雇用の内定を受け、又は雇入れ事業主に雇用されることを当該雇入れ事業主と約

していた者以外の者であること。 

(5) 雇入れ日の前日を起算日とする過去３年間において、次のいずれにも該当しなかった者であること。 

ア 雇入れ事業主と雇用の関係にあった者 

イ 出向、派遣、請負又は委任の関係により雇入れ事業主の事業所において就労したことがある

者 

ウ 雇入れ事業主の事業所において、通算して３か月を超えて訓練、実習等（雇用関係による

ことなく、事業所において訓練、職場体験、職場実習その他の職場適応に係る作業等を実施

するもの。ただし、特別支援学校が教育課程の一環として実施するものを除く。）を受講等

したことがある者 

エ 雇入れ事業主が実施した職場適応訓練（労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安

定及び職業生活の充実等に関する法律（昭和 41 年法律第 132 号）第 18 条第５号に規定す

る求職者を作業環境に適応させる訓練であって、短期のものを除く。）を受けたことのある

者 

(6) 法人若しくは法人格のない団体である雇入れ事業主の役員その他事業の経営に実質的に関

与している者（以下「役員等」という。）又は個人である雇入れ事業主の３親等内の親族（民

法（明治 29年法律第 89号）第 725 条第１号に規定する血族のうち３親等内の者、同条第２号

に規定する配偶者及び同条第３号に規定する姻族をいう。）以外の者であること。 

 

第５ 交付金額等 

交付対象事業主に交付する対象労働者１人あたりの補助金の額は、次の(1)及び(2)に掲げる額

のうち、いずれか低い額とする。 

(1) 次のアからウまでに掲げる額の合計額に２分の１を乗じて得た額（１円未満の端数が生じる

場合はこれを切り捨てるものとし、アからウにより算出した額も同様とする。） 

ア 対象労働者に対して支払った対象研修の実施時間分の賃金に相当する額（次表の左欄に掲げ

る賃金の支払形態に応じ、同表右欄で定める方法によって算出した額をいう。） 

賃金の支払形態 賃金に相当する額の算出方法 

時間給制 対象労働者の時間給の単価の額（諸手当の額は除く。）に、対象研修の延べ実

施時間数を乗じて得た額 

日給制 下記により算出した時間単価に、対象研修の延べ実施時間数を乗じて得た額 

時間単価＝対象労働者の日給の単価の額÷１日あたりの所定労働時間 

月給制 下記により算出した時間単価に、対象研修の延べ実施時間数を乗じて得た額 

時間単価＝対象労働者の年間総支給額÷年間総労働時間 

※年間総支給額：基本給の額（出来高払制その他の請負制の賃金にあっては、



 
 

基本給及び労働基準法第27条の規定により労働時間に応じて保障される一定

額の賃金（以下、「保障給」という。）の合計額）のみで算出した金額（諸手当

の額は除く。） 

※年間総労働時間：就業規則等から年間所定労働日数及び１日あたりの所定労

働時間を算出し、それぞれ算出した日数及び時間を乗じて得た時間 

イ 指導担当者に対して支払った対象研修における延べ指導時間数（各指導実施日ごとに、

30 分未満の端数が生じる場合はその端数を０時間とし、30 分以上 60 分未満の端数が生

じる場合はその端数を 0.5 時間として算定した指導時間数を、全ての指導実施日につき

合算して得た時間数をいう。）分の賃金又は報酬（法人等の規程により定期的に支払われ

る定額報酬等（諸手当を除く。）に限る。以下「基本報酬」という。）（以下「賃金等」と

いう。）に相当する額（次表の左欄に掲げる賃金等の支払形態に応じ、それぞれ同表右

欄で定める方法によって算出した額をいう。） 

賃金等の支払形態 賃金に相当する額の算出方法 

時間給制等 指導担当者の時間給又は時間額報酬の単価の額（諸手当の額は除く。）に、

対象研修における延べ実施時間数を乗じて得た額 

日給制等 下記により算出した指導担当者の時間単価に、対象研修の延べ実施時間数

を乗じて得た額 

時間単価＝指導担当者の日給又は日額報酬の単価の額÷1日あたりの所定

労働時間 

月給制等 下記により算出した指導担当者の時間単価に、対象研修の延べ実施時間数

を乗じて得た額 

時間単価＝指導担当者の年間総支給額÷年間総労働時間 

ウ 対象研修の実施に要した経費（消費税等の公租公課、振込手数料等の手数料、備品等の購

入費、その他知事が適当でないと認める経費については対象外とする。） 

(2) 30 万円 

 

第６ 不交付要件 

第３の規定にかかわらず、次のいずれかに該当する事業主に対しては補助金を交付しないもの

とする。 

(1) 申請日の前日を起算日とする過去１年以内において、労働関係法令に違反する行為をし、又

は労働関係法令上の義務の履行を怠ったことがある事業主 

(2) 職業安定法第５条の５第３号又は第５号に規定する者に該当する事業主 

(3) 申請日の前日を起算日とする過去５年以内において、偽りその他不正の行為によって国又は

地方公共団体等から本来受けることのできない助成金又は補助金等の交付を受け、又は受けよ

うとした事業主 

(4) 雇入れ日の前日を起算日とする過去１年以内において、解雇その他事業主の都合によりその

雇用する労働者を離職させた事業主（次のア又はイに該当する解雇を行った事業主を除く。） 

  ア 当該労働者の責めに帰すべき理由による解雇 

  イ 天災その他やむを得ない理由により事業の継続が不可能となったことによる解雇 

(5) 風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第４項に規定する接待飲食等営

業（同条第１項第１号に該当するものに限る。以下同じ。）、同条第５項に規定する性風俗関連

特殊営業又は同条第 13 項に規定する接客業務受託営業（接待飲食等営業又は同条第６項に規

定する店舗型性風俗特殊営業を営む者から委託を受けて当該営業の営業所において客に接す

る業務の一部を行うこと（当該業務の一部に従事する者が委託を受けた者及び当該営業を営む



 
 

者の指揮命令を受ける場合を含む。）を内容とする営業に限る。）を行っている事業主 

(6) 次のいずれかに該当する事業主 

ア 和歌山県暴力団排除条例（平成 23 年和歌山県条例第 23号。以下「暴力団排除条例」とい

う。）第２条第１号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。） 

イ 同条第２号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

ウ 暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者 

(7) 役員等が次のいずれかに該当する法人若しくは法人格のない団体である事業主 

ア 暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等（以下「暴力団員等」という。） 

イ 自己、自法人の役員等若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える

目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどしていると認められる者 

ウ 暴力団若しくは暴力団員等に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的若し

くは積極的に暴力団の活動、維持運営に協力し、若しくは関与していると認められる者 

エ 暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

オ 暴力団又は暴力団員等であることを知りながら不当に利用するなどしていると認められる者 

カ 公の秩序又は善良な風俗を乱すおそれがあると認められる行為などを行った者 

(8) 雇入れ日又は申請日において、次に掲げるいずれかの申立てをしている事業主（イ又はウの

申立てに係る事業主であって事業活動を継続する見込みがあるものを除く。） 

ア 破産法（平成 16 年法律第 75 号）第 18 条に規定する破産手続開始の申立て 

イ 民事再生法（平成 11年法律第 225 号）第 21条に規定する再生手続開始の申立て 

ウ 会社更生法（平成 14年法律第 154 号）第 17条に規定する更生手続開始の申立て 

エ 会社法（平成 17 年法律第 86 号）第 511 条に規定する特別清算開始の申立て 

(9) 県税について滞納がある事業主 

(10) 国、地方公共団体（地方公営企業法（昭和 27 年法律第 292 号）第２条の規定の適用を受け

る地方公共団体が経営する企業を含む。）、独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第

２条第１項に規定する独立行政法人及び地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第２

条第１項に規定する地方独立行政法人 

(11) 雇入れ日の前日を起算日とする過去１年以内において、対象労働者と雇用、請負若しくは委

任の関係にあった事業主、出向、派遣、請負若しくは委任の関係により対象労働者を事業所に

おいて就労させたことがある事業主又は対象労働者が通算して３か月を超えて受講等したこ

とがある訓練又は実習等を行っていた事業主と、次のア又はイのいずれかに該当する等、資本

的、経済的又は組織的関連性等からみて密接な関係にある事業主 

ア 雇入れ日において、他の事業主の総株主又は総社員の議決権の過半数を有する事業主を親

会社、当該他の事業主を子会社とする場合における、親会社又は子会社であること。 

イ 取締役会の構成員について、代表取締役が同一人物であること、又は取締役を兼務してい

るものがいずれかの取締役会の過半数を占めていること。 

(12) 国、地方公共団体等の補助金又は助成金等であって、この補助金と趣旨、目的、内容等が重

複するものの交付を受けた事業主 

(13)  (1)から(12)までのほか、知事がこの補助金の趣旨に照らしてこれを交付することが適当でな

いと認める事業主 

 

第７ 雇入れ等の報告 

補助金の交付を受けようとする事業主は、対象労働者の雇入れ日から 15日以内に、雇入れ等報

告書（別記第２号様式）を知事に提出するものとする。 

 

第８ 交付申請の添付書類の様式等 

補助金の交付申請は、規則別記第１号様式による交付申請書に別表に掲げる書類を添え、令和



 
 

５年２月 28 日までに知事に提出することによって行うものとする。 

 

第９ 補助金の実績報告及び額の確定 

１ 補助金の実績報告は、規則第 13 条の規定にかかわらず、規則第４条の規定による交付申請に

よって報告されたものとみなす。 

２ 補助金の額の確定は、規則第 14 条の規定にかかわらず、規則第５条の規定による交付決定を

もって確定したものとみなす。 

 

第 10 交付決定の取消し等 

知事は、補助金の交付決定を受けた事業主が次のいずれかに該当するときは、当該交付決定を

取り消すものとする。 

(1) 偽りその他不正の手段によって補助金の交付を受けたとき。 

(2) 申請日において、第３に規定する交付対象事業主の要件に該当していなかったことが判明したと

き。 

(3) 申請日において、第６に規定する不交付要件に該当していたことが判明したとき。 

 

第 11 補助金の返還 

知事は、前条の規定により交付決定を取り消した場合において、既に補助金が交付されている

ときは、規則第 18条の規定により期限を定めてその全部又は一部の返還を命じるものとする。 

 

第 12 補助金の経理等 

補助金の交付を受けた事業主は、補助金に係る収支の状況に関する帳簿及び関係書類をその交

付を受けた日の属する年度の終了後５年間保管しなければならない。 

 

第 13 その他 

この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に関し必要な事項は、知事が別に定める。 

 
附 則 
この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 
 
附 則 
この要綱は、令和３年９月１日から施行する。 

 
 附 則 

この要綱は、令和４年３月 18日から施行する。 
 
別表（第８関係） 

書類 様式 提出部数 

雇用・研修実績等報告書 別記第３号様式 １部 

本事業に係る募集又は求人の申込みを行ったことを明らかにする

書類（写し） 

 １部 

対象労働者の雇入れ（第３条第３号イにより対象労働者を正規雇用労

働者に転換する措置を講じた事業主にあっては、雇入れ及び当該措

置）及び正規雇用労働者としての労働条件が確認できる書類（写し） 

各１式 

研修対象期間における対象労働者に対する賃金の支払いの状況及び

対象労働者の勤務の状況が確認できる書類（写し） 

各１式 

対象労働者に係る雇用保険被保険者資格取得等確認通知書（事業主

通知用）（写し） 

１部 

対象労働者の離職日を確認できる書類（写し） 各１式 



 
 

対象労働者が応募日又は紹介日において失業状態にあったことを

確認できる書類（写し） 

各１式 

対象労働者が第４(2)ア又はイに規定する日において県内に住所を

有していたことを確認できる書類（写し） 

各１式 

研修対象期間における指導担当者に対する賃金等の支払いの状況

及び指導担当者の勤務の状況が確認できる書類（写し） 

各１式 

対象労働者又は指導担当者の年間総支給額及び年間総労働時間が

確認できる書類（写し）（対象労働者又は指導担当者の賃金等の支

払い形態が第５(1)ア又はイに規定する「月給制」又は「月給制等」

に該当する場合） 

各１式 

対象研修の実施に要した経費（各支出項目ごとの支出額）が確認で

きる書類（写し） 

各１式 

誓約書 別記第４号様式 １部 

役員名簿（法人の場合） 別記第５号様式 １部 

県税に滞納がないことを証明する書類（同一の年度内に複数回の申請

を行う場合、２回目以降は省略可） 

 各１式 

補助金の振込先口座と口座名義を確認できる通帳等の写し（表紙及び

１頁目から２頁目までの見開き）（前回申請から変更がない場合、２

回目以降は省略可） 

１部 

その他知事が必要と認める書類 必要部数 

 


